住民主体の『新たな公共』をつくる研究会設立にかかる事業計画

一般社団法人　宮崎県社会福祉士会
県央ブロック理事　日高　国尊

１．事業を提案する背景
私たちの住む宮崎市は、「太陽と緑」に象徴されるように、自然豊かで、そこで暮らす人々
も明るくてやさしく、心温まる、古き良きふるさとであります。
今後、宮崎市の人口は、平成２５年にピークを迎えると見込まれており、その後「団塊の世
代」が６５歳以上となる、平成２７年からの約１０年間は、急激に高齢者の人口が増え、平成
42年には、「3人に1人が高齢者」（高齢化率33.1％）になると言われております。
又、このままのペースで少子化に歯止めがかからなければ、市全体の人口は減少していき、
働く世代の減少による経済への影響や、高齢者等を支える社会保障費の増大等が懸念されてい
ます。
一方、そのような中で近年は、経済や流通の発展により、人と支え合わなくても生きていける便利な世の中になったこと等の影響により、人と人とのつながりが希薄化し、「困った時は、お互い様」という地域住民による支え合いの力が低下してきている現状も見られます。
近い将来に「必ず訪れる」これらの課題に対して、私たちは何が出来るのでしょうか？
今こそ官民一体となり、お互いの持つ知恵と力を結集して、住み慣れた地域で、高齢者がいつ
までも自分らしく暮らすことが出来る、子どもを安心して生み、育てることの出来る地域社会
づくりを目指し、一人ひとりが主体性を持って、共に動き出す時期であると認識しております。

私たち、一般社団法人宮崎県社会福祉士会は、社会福祉士の国家資格を持つ職能団体として、
　　　地域福祉の向上を目指し、皆様と共に、この宮崎市をより良くする活動に、積極的に携わって
いきたいと考えております。
２．事業実施にあたっての基本的な考え

　複雑、多様化する現代社会の中で、住民の困りごとは多岐に渡り、（子育て、介護、経済、教育、環境、安全等）縦割り的な行政等の福祉サービスでは、十分に対応できない「制度の谷間」の中で悩み、生きづらさを抱える住民の方がいる実態が、私たちが活動する中で見えてきました。そして、そのような境遇にある方の多くが、他者との関係が希薄であり、地域の中で孤立しやすく、なかなか自ら「助けて」と言えない環境にあります。
　現在行われている行政サービスや、福祉制度、地域での活動が、地域住民の抱える困りごとに十分に対応できているのか？地域の実情や、これから訪れる急激な時代や環境の変化に、柔軟に対応できるのか？これらを把握する必要性があると考えました。

その為には、今の地域の現状を客観的に把握していく作業が必要となります。その地域に「あるもの」と「ないもの」を明らかにした上で、地域の現状を一番良く知る住民が主役となり、自分たちの住む地域をより良くしていく為に、行政や福祉、民間企業等、様々な人々が集まり、立場や分野を超えて、地域のこれからを話し、その方策を作り上げていく協議の場を設けること。これを私たちは、『新たな公共』と呼んでおります。
この『新たな公共』の活動が進んでいけば、住民が地域づくりに主体的に関わり、「住民目線の新たな地域福祉」が展開され、その地域の実情に合った「欲しい所に手が届く」取り組みが実践され、全ての住民にとって、住み心地の良い地域づくりが実現するものと考えております。
３．具体的に実施する事業（一般社団法人　宮崎県社会福祉士会県央ブロックが主体的に企画運営）
　宮崎市内の地域に、当事業のモデル地区へのご協力をお願いし、宮崎県社会福祉士会県央ブロッ
クと地域、福祉、行政機関等が連携して、地区分析の実施と、定期的な意見交換の場を設けます。
　①地域福祉の考え方を再構築する研修会の開催　平成23年3月15日（火）19：00～

講師：大阪府立大学人間社会学部　准教授　小野達也先生
　　　※今回モデル地区となる地区の集会室等で、実施を計画しております。
②地域社会の質を分析するアンケート調査の実施（住民の声を聞き取る）平成23年4月上旬頃
③アンケートをまとめ、『新たな公共』の研究会を定期開催　H23年5月上旬頃に1回目
　※継続的な協議を行い、実施可能な部分については、新たな仕組みをとして検討を行います。
④事業実施の評価　H23年10月下旬頃
　　　　事業実施半年をめどに、事業実施後の効果について評価を行い、今後の活動に活かします。
